
新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金給付要綱
第１　趣旨
知事の給付する、新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業にかかる慰労金（以下「慰労金」という。）については、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱」（令和２年６月１６日付け医政発０６１６第１号・健発０６１６第５号・薬生発０６１６第２号厚生労働省医政局長・厚生労働省健康局長・厚生労働省医薬・生活衛生局長通知。以下「国の実施要綱」という。）、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）交付要綱」（令和２年６月１６日厚生労働省発医政０６１６第１号・厚生労働省発健０６１６第６号・厚生労働省発薬生０６１６第６５号厚生労働事務次官通知。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。
第２　目的

知事は、医療機関等に勤務する医療従事者や職員（以下「医療従事者等」という。）は、新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止・収束に向けてウイルスに立ち向かい、①感染すると重症化するリスクが高い患者との接触を伴うこと、②継続して提供することが必要な業務であること、及び③医療機関での集団感染の発生状況から、相当程度心身に負担がかかる中、強い使命感を持って、業務に従事していることに対し、慰労金を給付する。
第３　慰労金の給付

  知事は、国の実施要綱３.（17）に基づき、新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に関し、都道府県等から役割を設定された医療機関等に勤務し、患者と接する医療従事者等に対して慰労金を給付する。
第４　給付の対象等
　　別表に掲げるとおりとする。
第５　給付手続
(1)  慰労金の給付を受けようとする場合、原則として、医療機関等の管理者が、医療従事者等から委任を受けて代理申請・受領を行い、医療機関等の管理者から医療従事者等に給付するものとする。医療従事者等から委任を受けて代理申請をしようとする者は、（2）アに定める様式（「新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業」医療機関等の申請マニュアル）により、原則として静岡県国民健康保険団体連合会を通じて申請するものとする。やむを得ない場合には、医療従事者等からの（2）イに定める様式による個別での申請を妨げない。
(2)　提出書類　各１部

ア　医療機関等の管理者からの申請

　　（ア）　医療機関情報 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金（様式第１号）

　　（イ）　給付対象内訳 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金（様式第２号）

　　（ウ）　給付対象内訳 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金（委託・派遣労働者分）（様式第５

号　別紙）（該当がある場合に限る。）
（エ）　令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）における新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金給付申請書（様式第６号）
　イ　医療従事者等からの個別申請

　　（ア）　新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金個別申請書（様式第９号）

　　（イ）　令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）における「新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金」給付に係る勤務証明（様式第10号）
　　（ウ）　本人確認書類（写し）

　　（エ）　振込先金融機関口座確認書類（写し）

                          (3)　提出期限
令和３年２月26日まで
第６　給付の決定等
知事は、第５に基づく給付申請があった場合、その申請を審査し、慰労金及び手数料の給付決定又は不給付の決定を行い、申請者に通知するものとする。
第７　慰労金の給付等に関する周知等
知事は、新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業の実施に当たり、給付対象者の要件、申
請の方法、申請受付開始日等の事業の概要について、広報その他の方法による医療機関等及び医療従事者等への周知を行う。
第８　申請が行われなかった場合等の取扱い
(1)  第５に定める期限までに、医療機関等の管理者又は医療従事者等から申請が行われなかった場合は、給付対象者が慰労金の給付を受けることを辞退したものとみなす。
(2)　知事が第６の規定による給付の決定を行った後、申請書の不備など、給付対象者の責に帰すべき事由により給付ができなかったときは、当該申請が取り下げられたものとみなす。
第９　給付の条件
    慰労金の給付の決定には、次の条件が附されるものとする。

(1)　知事は、慰労金の給付の決定後、慰労金の趣旨に該当しない事実や給付申請の内容と異なる事実が判明したときは、給付の決定の全部又は一部を取り消し、慰労金及び手数料の全部又は一部を返還させることができること。

(2)　代理申請・受領を行った医療機関等の管理者は、慰労金及び手数料の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を慰労金及び手数料の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。
第10   実績報告
代理申請・受領を行った医療機関等の管理者は、医療従事者等への給付が終了したときは、実績の報告を行うものとする。

(1)　提出書類　
ア　実績報告書_新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金（様式第７号）　 
イ　令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）における新型コロナウイル
ス感染症対応従事者慰労金給付実績報告書（様式第８号）
(2)  提出先
静岡県健康福祉部医療局地域医療課
(3)  提出期限
医療機関等の管理者から医療従事者等への慰労金の給付が終了した日から起算して30日を経過した日
又は慰労金及び手数料の給付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月９日のいずれか早い日まで。

第11　給付額の確定
(1)　　  代理申請・受領を行う医療機関等
知事は、第10の実績報告を受けた場合において、その内容が給付決定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、給付すべき慰労金及び手数料の額を確定するものとする。

　   　 (2) 　　　　　個別申請を行う医療従事者等、代理申請を行う医療機関等（代理受領ができない場合に限る。）
　　　知事は、第６の給付決定の際に給付すべき慰労金の額を確定するものとする。
第12　慰労金の給付
　     (1)  代理申請・受領を行う医療機関等
知事は、第６で決定した額を概算で給付するものとする。

　     (2)  個別申請を行う医療従事者等、代理申請を行う医療機関等（代理受領ができない場合に限る。）
　　　知事は、第11の給付額の確定を行った後に、確定した慰労金を給付するものとする。
第13　返還

(1)  第９(1)の給付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分について、すでに慰労金及び手数料が給付されているときは、期限を定めて返還させることとする。

(2)    第11の規定により給付すべき慰労金及び手数料の額を確定した場合において、すでにその額を超える慰労金及び手数料が給付されているときも、(1)と同様とする。

第14　加算金及び延滞金

　   (1)  第９の規定により慰労金及び手数料の給付の決定の取消を受け、慰労金及び手数料の返還の請求を受けた者は、その請求に係る慰労金及び手数料の受領の日から納付の日までの日数に応じ、慰労金及び手数料の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）100円につき１日３銭の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。

　    (2)  慰労金及び手数料の返還の請求を受け、これを納期日までに納付しなかった者は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額100円につき１日３銭の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

　   (3)  (1)の規定により加算金を納付しなければならない場合において、納付した金額が返還の請求を受けた慰労金及び手数料の額に達するまでは、その納付金額はまず当該返還の請求を受けた慰労金及び手数料の額に充てられたものとする。
　 (4)  (2)の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還の請求を受けた慰労金及び手数料の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間にかかる延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。

　　附　則

　この要綱は、令和２年度分の慰労金及び手数料に適用する。　
